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厚生労働科学研究費補助金（がん対策推進総合研究事業） 

分担研究報告書 

 

「AYA世代（思春期・若年成人）がん患者のがん・生殖医療に対する経済負担に関する実態調査」 

 

       北野 敦子 聖路加国際病院腫瘍内科 医幹 

 

 妊孕性温存を目的とした胚凍結、未受精卵凍結、卵巣組織凍結等のがん・生殖医療は一部の自治

体で助成制度が活用されていたものの、多くの患者は自費診療として受療してきた背景がある。経

済的基盤が脆弱な AYA世代がん患者において癌治療費に加え、妊孕性温存にかかる費用は大きな経

済的負担となっていることが予測される。また、妊孕性温存に要する時間についても心理的負担を

きたしている可能性が予測された。 

 そこで本分担研究は、ＡYA世代がん患者のがん・生殖医療の受療実態および、がん・生殖医療に

要する経済的負担の実態を明らかにすることを目的とし、がん種を問わず、がん診断時に生殖能力

を有した、現在満 20歳～満 60歳の男女を対象とした Web アンケート調査を計画した。Web アンケート調

査は令和 3 年 2 月～令和 3 年 8 月 31 日まで行い、合計 774 名より回答を得た。Web アンケート調

査結果は令和 4年度中に解析し、最終報告をする予定である。 

また、本分担研究では Webアンケート調査の自由記載回答に関する質的研究も行った。「がん治療

開始前に妊孕性温存術（精子凍結、卵子凍結、受精卵凍結、卵巣組織凍結、精巣内精子回収術など）

を行うかどうかを決めるまでの過程で、どんなサポートがあるとよいと思いますか」という自由記

載に回答した 342人の要望を解析すると、「情報提供体制の強化」を始め、「がん治療医の適切な対

応」「相談体制の充実」「がん治療医と生殖医療専門医の連携」など９つのカテゴリーが抽出された。

この質的研究に関しても令和 4年度中に解析を続け、論文化を予定している。 

 

研究協力者：     

御舩美絵（若年性乳がんサポートコミュニティ    Pink Ring) 

浦山ケビン（聖路加国際大学公衆衛生大学院） 

村上睦美 （聖路加国際大学公衆衛生大学院） 

山谷 佳子（聖マリアンナ医科大学） 

 

Ａ．研究目的 

本研究はＡYA 世代がん患者のがん・生殖医療の

受療実態および、がん・生殖医療に要する経済的負

担の実態を明らかにすることを目的としている。本研

究によりがん・生殖医療の受療実態および経済的負

担の実状が明らかになることで、今後の介入方法や

支援の在り方を検討することが可能となる。 

 

Ｂ．研究方法 

①がん・生殖医療に対する経済的負担に関する実

態調査結果（Webアンケート） 

本研究はがん種を問わず、がん診断時に生殖能力

を有した、現在満 20歳～満 60歳の男女を対象とし、

がん・生殖医療の受療状況および経済的負担に関す

るWeb調査を行った。 

Web アンケート調査は聖マリアンナ医科大学およ
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び聖路加国際病院の研究倫理審査委員会の許可を

得た上で、令和３年２月～8月 31日まで実施した。 

 

②自由記載に関する質的研究 

アンケート内の自由記載に関しては、聖路加国際

大学公衆衛生大学院と協力の上、質的研究も行った。

質的研究に関しても聖路加国際大学の倫理審査の

許可を得て実施した。 

具体的には本調査内の「がん治療開始前に妊孕

性温存術（精子凍結、卵子凍結、受精卵凍結、卵巣

組織凍結、精巣内精子回収術など）を行うかどう

かを決めるまでの過程で、どんなサポートがある

とよいと思いますか」というクエッションについ

て、３９歳以下の男女の回答を抽出し、分析した。

分析には質的研究支援ソフト NVivo を用い、帰納

的質的内容分析法で行った。手順は以下に示す。 

１）回答をコード化する。 

２）類似したコードをサブカテゴリーに分類 

３）関連するサブカテゴリーをまとめ概念を抽出

し、カテゴリー名をつける。 

４）カテゴリー同士、サブカテゴリー同士を比較

し、概念の違いを明確にする。 

５）第１分析者が上記を終えた段階で、第２分析

者とコード、サブカテゴリー、カテゴリーの妥当

性について確認する。 

 

Ｃ．研究結果 

①がん・生殖医療に対する経済的負担に関する実

態調査結果（Webアンケート） 

 合計 774名より回答を得られた。 

 回答者の内訳は、39 歳以下 565 人、40 歳以上

209 人であった。39 歳以下の AYA 世代がん患者の

うち、妊孕性温存を行った患者は 174 人、行わな

かった患者は 369人、その他が 22人であった。 

がん罹患時年齢_39 歳以下 vs. 40 歳以上の群

間比較を行った。 Q1 現在の年齢は 40 歳以上群

が有意に高かった。Q3. 現在の婚姻状況では、39

歳以下群で未婚の割合が有意に高かった。Q4. 現

在の子供では、39歳以下群で子供がいない割合が

有意に高かった。Q7S1N. がんの診断を受けた年

(西暦)では、40 歳以上群で 2020 年以降の割合が

有意に高かった。Q8. がんの種類では、39歳以下

群において白血病と脳腫瘍の割合が有意に高かっ

た。また、40歳以上群において子宮体がんと卵巣

がんの割合が有意に高かった。Q9. がん診断時の

ステージでは、40歳以上群でⅠ期の割合が有意に

高かった。 

【回答者の属性】 
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【回答者のがん種】 

 

【回答者の病期】 

 

 

がん診断時に心配・不安だったことでは、39歳

以下群自分の将来、学業、不妊治療や生殖機能、恋

愛・結婚のことを挙げる割合が高かった。一方、40

歳以上群では、家族の将来、後遺症・合併症、経済

的なこと、体力維持や運動のことを挙げる割合が

有意に高かった。 

がん罹患前の個人収入では、39 歳以下群は 300

万円～500 万円、40 歳以上群では 130 万円未満の

割合が高かった。がん罹患前の世帯収入では、40

歳以上群の 1000 万円以上の割合が有意に高かっ

た。がん罹患後の世帯収入では、40 歳以上群の

1000万円以上の割合が有意に高かった。 

 

【がんと診断された時に、治療に関すること以

外で心配・不安だったこと】 

 

【がん罹患前の個人年収】 

 

 

【がん罹患前の世帯年収】 

 

 

Web 調査全体の解析結果については令和 4 年度

に総括し報告予定である。 
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②自由記載に関する質的研究の結果 

「実態調査」には 774人が参加し、565人が当該研

究の年齢基準を満たした。そのうち、当該自由記

載の質問に回答したのは 342 人（60.5%）。女性が

312人（91．2％）と大半を占めた（表１）。 

 質問に答えた３４２人の回答時の年齢は 30 代

が最も多く 227人（66.4％）、次いで 40代の 80人

（23.4％）、20 代が 31 人（9.1%）、50 代が 4 人

（1.2％）。診断時の年齢で一番多かったのが 30代

の 253人（74.0％）、次いで 20代の 76人（22.2％）、

15～19歳は 9人（2.6％）、10～14歳は 4人（1.2％）。 

 がんの種類は乳がんが一番多く 219人（64.0％）、

白血病 39人（11.4％）、悪性リンパ腫 14人（4.1％）

と続いた。診断を受けた病院の所在地は関東地方

(52.6％)が半数以上を占めた。診断時の婚姻状況

は半数以上が独身（51.5％）で、現在子どもがいる

回答者は 110人（32.2%）。 

表１ 対象者（回答者と非回答者）の背景 

 

 

 

  342人の回答から 443のコードを抽出した（1

人から複数のコードを抽出可）。これらのコードは

41のサブカテゴリーに集約。４１サブカテゴリー

はコード数の多い順に以下の９つのカテゴリーに

集約された（括弧内はコード数）。 

 

 １）情報提供体制の強化（101） 

 ２）がん治療医の適切な対応（83） 

 ３）相談体制の充実（74） 

 ４）がん治療医と生殖医療専門医の連携（44） 

 ５）経済的支援と制度の拡充（41） 

 ６）生殖医療専門家からの説明（35） 

 ７）経験者へのつなぎ（35） 

 ８）医師の説明・支援がなかった（14） 

 ９）分からない・なし・支援は難しい（16） 

 

 最も多かった支援の要望は「情報提供体制の強

化」で 101のコードが抽出された。回答者の 27.2%g

がこのカテゴリーに入る要望を記述している（グ

ラフ１）。次いで、「がん治療医の適切な対応」

（23.4%）、３番目に多かったのは「相談体制の充

実」（20.8%）。次に「がん治療医と生殖医療専門医

の連携」「経済的支援と制度の拡充」「経験者への

つなぎ」「生殖医療専門家からの説明」と続く。ま

た、回答者の 4.1%が、「医師の説明・支援がなかっ

た」と答えた。 

 

グラフ１ 各カテゴリーの回答者の比率（％） 
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 ９つのカテゴリーの中で、サブカテゴリーの数

が最も多いのが「がん治療医の適切な対応」で、９

つある（表２）。これは患者からがん治療医への要

望が多岐にわたることを示している。一番多いの

が「主治医からの詳しい説明」で３４人がこのサ

ブカテゴリーに関連する回答を寄せている。また、

「診断時・早いタイミングでの説明」「検討する時

間」には合わせて２０人が答えており、患者は説

明の内容だけでなく、そのタイミングや検討時間

についても要望があることが分かる。さらに、が

ん治療医の対応の仕方については、より踏み込ん

だ回答が寄せられた。「患者への意思確認」「患者

の気持ちに寄り添う対応」「疾患、病気の進行、治

療、年齢など個々の状況に合わせた対応」に加え、

患者はがんと診断されたことで動揺していること

から「複数回説明・確認」という答えもあった。ま

た、患者の年齢により妊孕性温存の説明の要不要

を判断すべきではないなどの理由により「全員に

説明」と答えた回答者も４人いた。 

 「相談体制の充実」のカテゴリーには、８つのサ

ブカテゴリーがある。がん治療医の診療時間が限

られていることなどから、それを補完する「相談

できる環境・窓口」を求める回答が一番多いが、

「専門のカウンセラーとの面談」「精神面でのサポ

ート」「家族やパートナー同席の面接・家族やパー

トナーへのカウンセリング」「専門看護師との面談」

「意思決定を支援する仕組み」「オンラインや電話

で相談できる仕組み」など、よりきめ細やかな対

応が求められていた。また、妊孕性温存を自身に

関係あることと捉えられない世代への配慮も課題

に挙げられ、「未成年者・妊孕性温存を考えない若

年ものへのサポート」も３人が要望していた。 

 

表２ カテゴリーとサブカテゴリー   
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Ｄ．考察 

①がん・生殖医療に対する経済的負担に関する実

態調査結果（Webアンケート） 

 がん罹患時年齢_39 歳以下 vs. 40 歳以上の群

間比較においては、39歳以下の AYA世代がん患者

においては子どもを持っていない割合が有意に高

かった。また、がん診断時に心配・不安だったこと

では、39歳以下群では自分の将来、学業、不妊治

療や生殖機能、恋愛・結婚のことを挙げる割合が

高かった。このことから AYA 世代がん患者ではが

ん治療後の挙児希望が強いことが考察された。 

 今後は、妊孕性温存_行った vs. 非実施 (がん

罹患時年齢 39 歳以下)での群間比較、がん罹患後

の世帯年収による COSTスコア（経済毒性）の比較

と傾向分析を行っていく予定である。 

 

②自由記載に関する質的研究 

この研究において、回答者からの支援の要望で

最も多かったのは「情報提供体制の強化」（27.2%）

だった。これは国立がん研究センターで 2015年か

2017 年にかけて実施された研究(Takeuchi, et 

al.,2019)と類似した結果となった。同研究では、

「不妊のリスクに関する情報」「妊孕性温存の方法

に関する情報」を分けているが、この両方を合わ

せると要望の中で最も多く、当研究でも一つにま

とめた「妊孕性低下・温存に関する詳しい説明」は

コード数が最も多い。十分な情報提供が、今も AYA

世代に最も求められている支援だと言える。 

 ３番目にコード数が多かったカテゴリー「相談

体制の充実」では、回答者から「不安だらけなの

で、気軽に電話相談できるサービスがほしかった」

「専門医の相談は日程に限りがありハードルが高

い」など切実な声が寄せられた。乳がん患者の妊

孕性温存の意思決定について 2016 年に実施され

た研究（Komatsu, et al.,2017）でも、患者は十

分な情報と支援がない中重要な意思決定をしてい

るという結果が出ており、各病院での相談体制の

充実は喫緊の課題と言える。 

 費用のサポートを求める声も多かった。国は２

０２１年度から治療費を助成する新たな制度を開

始したため、寄せられた要望は制度導入以前のも

のと考えられるが、妊孕性温存術実施の決断には

経済的な側面も影響していると言えよう。 

 先行研究では見られなかった支援の要望が今回

の研究で出てきた。「経験者へのつなぎ」だ。がん

患者は妊孕性温存を決断する判断材料の一つとし

て、医師や病院からの情報だけでなく、実際の経

験者の話も求めている。実際に妊孕性温存を行っ

たがん患者の経験談をどう有効に活用していくか

も、今後の検討課題であろう。 

  

Ｅ．結論 

AYA 世代がん患者は、妊孕性温存を検討する過

程において、量・質ともに豊富な情報とともに医

療者とのコミュニケーションを必要としている。

同時に、妊孕性温存についてより理解を深めるた

めの資料提供や相談・支援体制の拡充、経験者の

活用などが求められている。また、経済的支援な

ど制度の拡充もまだなお課題となっている。 

 

Ｆ．健康危険情報 

  総括研究報告書にまとめて記入 

 

Ｇ．研究発表 

 1.  論文発表 

 なし 

（発表誌名巻号・頁・発行年等も記入） 

 2.  学会発表 

 なし 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

  なし 

 1. 特許取得 

  なし 

 2. 実用新案登録 

  なし 
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 3.その他 

  なし 

 

 

 


